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１．策定の背景 

（１）河内長野市第５次総合計画の概要 

わが国全体の人口が減少に転じている中、本市においても人口減少と少

子・高齢化が同時かつ急速に進み、生産年齢人口が大きく減少しています。

また、平成２３年３月の東日本大震災以降、安全・安心な生活や、地域や

家族とのつながり、環境に配慮したまちづくりなどへの関心が高まり、人

びとの暮らしや、地域社会への意識も大きく変化しています。 

このような状況の中、ますます多様化・高度化するニーズに対応しなが

ら、将来に向かって持続的に発展していくためには、市民と行政とが本市

がめざす将来都市像を共有し、長期的な視点に立ちながら、力をあわせて

まちづくりを進める必要があります。 

その実現のため平成２７年９月に策定した、河内長野市第５次総合計画

基本構想（計画期間：平成２８年度～３７年度）では、本市がめざす将来

都市像を以下のように定めています。 

 

 

 

 

 

将来都市像を実現するため、まちづくりの方向として３つのまちづくり

の「基本目標」と１０の「分野別政策」、及び都市の魅力を創造・発信する

「包括的政策」を定めるとともに、まちづくりを支える政策として３つの

「基本政策」を定めています。 

 

また、それらの政策を実現するための手段・方法として、まずは前期５

年間について政策毎の施策体系を示した「分野別計画」及び地域の実態に

合ったまちづくりを進めるため、各小学校区ごとのまちづくり方針をまと

めた「地域別計画」の２つの「基本計画」を定めています。 

 

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 

 

 

 

 

 

         

 

＜河内長野市第５次総合計画がめざす将来都市像＞ 

人・自然・歴史・文化輝く 

ふれあいと創造のまち 河内長野 

基本構想 

前期基本計画（分野別・地域別） 後期基本計画（分野別・地域別） 

◆ 河内長野市第５次総合計画の計画期間 
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（２）本市の財政状況 

◆ 歳入の状況 

歳入については、平成１９、２０年度の税制改正により、国税である所

得税の減税と個人市民税の増税が実施されたことで一時的に増加に転じた

ものの、その後は人口減少や高齢化の影響により減少傾向が続いています。

特にベッドタウンとして発展した本市の特徴として、一人当たりの個人住

民税額は府内平均を上回る水準にありましたが、団塊の世代が大量に退職

し始めた平成１６年度以降は府内平均を大きく上回るペースで減少し、平

成２５年度には一人当たりの額が府内平均を割り込んでいます。 

また、市内に企業が少なく、地価も大阪市を中心として放射状に低くな

るため、一人当たりの法人市民税、固定資産税とも府内平均を大きく下回

る水準となっています。 

一方、依存財源である地方交付税は、市税の減少などにより、近年は増

加傾向にあります。 

 

◆ 平成９年度を１００とした場合の市税の指数 

 

◆ 歳出の状況 

次に歳出については、職員数の削減などにより人件費は減少傾向にある

ものの、扶助費（福祉等にかかる費用）は、児童福祉費や生活保護費の増

加などにより、平成１６年度と比較すると平成２５年度までの１０年間で

約１．５倍と著しく増加しています。その他、介護保険関係の繰出金も増

加傾向にあり、今後も人口減少、生産年齢人口の減少、高齢化に伴う社会

保障関連経費の増加は続くものと見込まれます。 

また、人口急増期に整備された市内の公共建築物や、道路や橋梁、上下

水道、公園などのインフラ施設が更新時期を迎え、その改修に膨大な費用

がかかることも予想されるため、計画的な維持管理・更新を行っていく必
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要があります。 

 

◆ 基金・公債費等の状況 

市債残高は新規発行の抑制や繰上償還の実施などにより減少傾向にあり、

平成２６年度決算で３２７億円（普通会計。歳入の約１年分に相当）とな

っています。 

一方、基金残高については、平成２６年度決算では個人市民税の減収や、

地方交付税、臨時財政対策債の減少の影響により、財政調整基金を６億７，

０００万円取り崩してようやく黒字を確保できるという、大変厳しい内容

となり、平成２７年度当初予算（年度末時点の見込み額）での財政調整基

金残高は、１８．７億円となっています。 

 

財政の弾力性を示す経常収支比率も、団塊の世代の大量退職の影響もあ

って府内平均を上回る状況が続き、平成１８年度以降１００％近くに高止

まりしています。平成２６年度には、（仮称）下里人工芝球技場の用地購入

にかかる公債費などの影響もあるものの、１０３．９％と前年度に比べ５．

９ポイント悪化し（大阪府内の都市でワースト２位と）、財政構造の硬直化

が進んでいます。また、財政力指数も０．６３と、大阪府内都市平均を下

回る低い数値となっています。 

 

   ◆ 財政調整基金及び市債の状況   （平成２７年度末見込み） 

財政調整基金残高 １８．７億円 １人あたり  １６，９５４円 

市債残高 ３２７億円 １人あたり ２９６，４７３円 

 

（３）策定の目的 

これまで、本市では第４次河内長野市行財政改革大綱（計画期間：平成

２５年度～２９年度）により、行財政の改革に取り組んできましたが、こ

のたび、河内長野市第５次総合計画が掲げる、「協働によるまちづくり」、

「『選択と集中』による行政運営の推進」、「安定した財政基盤の確立」の３

つの「まちづくりを支える政策」の推進により、将来都市像を実現するこ

とを目的として、市の行財政運営の指針となる、第５次河内長野市行財政

改革大綱を策定しました。 
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２．基本方針 ～まちづくりを支える持続可能な行政経営の推進～ 

（１）行財政改革の基本方針 

本市をとりまく社会経済情勢を踏まえ策定された河内長野市第５次総合

計画を実効性ある計画とし、本市が将来にわたって持続的に発展していけ

るよう、以下の基本方針のもと、行財政改革を推進します。 

 

 

 

 

 

（２）計画期間 

第５次行財政改革大綱の計画期間は、河内長野市第５次総合計画前期基

本計画と同じ平成２８年度から３２年度までの５年間とします。 

 

 

 

 

３．行財政改革大綱の構成 

（１）改革の３つの視点 

上記基本方針に基づき、基本構想が掲げる「まちづくりを支える政策」

を着実に推進するため、以下の３つの改革の視点別に具体的な取組みの方

向性を定め、市民・関係団体・事業者などと行政が互いに連携・協力して

協働によるまちづくりを進めるとともに、限りある資源で最良の行政サー

ビスを提供できる効率的かつ安定的な行財政運営をめざします。 

 

◆ 改革の３つの視点 

 

 

 

 

 

 

 

＜第５次河内長野市行財政改革大綱の計画期間＞ 

平成２８年度～平成３２年度 

＜第５次河内長野市行財政改革大綱の基本方針＞ 

まちづくりを支える持続可能な行政経営の推進 

 改革の視点１  

協働型の行政運営 

 改革の視点２  

効率的な行政運営 

 改革の視点３  

安定した財政運営 

公・民の役割分担を明確にし、協働によるま

ちづくりをマネジメントします 

 トップマネジメントの下、行政評価を軸とし

た効率的な行政運営を行います 

 総合計画を支える安定した財政運営の仕組

みを確立し、財源の範囲内で適正に運用します 
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【改革の視点１】 協働型の行政運営 

 

これまで、成長を基調とした社会経済状況の中で、財政規模の拡大ととも

に行政の担うべき役割も拡大し続け、さまざまな市民ニーズへの対応や、地

域課題の解決に努めてきました。しかし近年、少子高齢化・人口減少の進行

に伴い市税収入も減少し続け、行政が従来から担ってきた公共を全て持続す

ることが難しくなっています。 

今後限られた財源の中で、さらに多様化・高度化する市民ニーズに応えな

がら、活力あるまちづくりを進めていくためには、市民の皆さんや各種団体、

民間事業者、研究機関など、多様な主体が互いに補完しあいながら、それぞ

れの役割を果たしていく、「協働によるまちづくり」の仕組み構築が求められ

ています。 

そのためには、今一度行政の役割とは何かを振り返り、行政の提供すべき

サービスの内容や提供方法なども検証しながら、多様な主体がその強みを最

大限に発揮できるよう、行政が「協働によるまちづくり」の全体をマネジメ

ントする、協働型の行政運営を進める必要があります。 

 

【重点１】 役割分担の明確化                         

（１）行政の役割の見直し 

◆ 多様な主体と行政との、あるいは各主体相互の協働により公共サー

ビスを担う「協働によるまちづくり」の推進を念頭におきながら、補

完性の原則に基づき、行政の役割について見直しを進めます。 

 

◆ 民が提供するサービスや地域の担い手などの把握に努め、公・民の

サービスを組み合わせることで、行政主導型から、多様な主体とのネ

ットワーク型への転換を進め、行政がその全体をマネジメントするこ

とで、最適な公共サービスの提供に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共サービス 

行政が実施 
市民・民間が 

実施 

行政が全体をマネジメント 

行政と市民・民間
が協働で実施 

※公・民のサービスを組み合わせて公共サービスを構成 
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（２）アウトソーシング等指針に基づく行政領域の検証 

◆ アウトソーシング等指針に基づき、行政がサービスを提供すべき領

域と、サービスの水準を検証し、限られた資源を行政として真に対応

すべき政策・課題等に重点的に配分することで、最大の効果を得られ

る実施体制づくりを進めます。 

 

◆ 行政が担う領域は、権限の行使や法定の事務など義務的なサービス

や市場では供給されないサービスを基本としつつ、財源の枠内で本市

の特性・強みや第５次総合計画に掲げる各施策の進捗状況等を踏まえ、

政策的に判断します。 

 

◆ 提供するサービスの水準は、義務的な水準を基本とし、領域と同様

に本市の特性等を踏まえながら、公平性や費用対効果等も考慮しなが

ら、政策的な判断により決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 行政領域とサービス水準 

行政領域：行政が担う公共サービスの領域（義務的領域を除く）

は、担い手の最適化や財政状況等により拡大・縮小し

ます。 

サービス水準：標準的な水準を基本としつつ、市の重点分野では

他市以上のサービスレベルを確保するなど、社会情勢

や財政状況等により変動します。 

 

 

 

義務的な 
領域・水準 

サ
ー
ビ
ス 

の
水
準 

行政領域（行政が担う
公共サービスの領域） 

政策的判断 
の領域 

 行政がどの程度
の水準のサービス
を提供すべきか 

 行政はどの領域
(分野)でサービス
を提供すべきか 

 行政サービスの内
容は一定ではなく、
社会情勢・財政状況
等を踏まえ政策的判
断により決定する 
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【重点２】 サービス提供方法の見直し                         

（１）サービス提供方法の見直し 

◆ 行政が実施すべき事務、提供すべき公共サービスを性質等により以

下のとおり分類し、最適な担い手・方法により効率的・効果的に実施

します。 

①行政が直接実施：政策の形成、公的な支援が必要なもの、法令等で

民間に行わせることが禁止されているもの、市場で

供給されていないものなど 

②行政が間接実施：①を除き、民間の多様な主体により実施すること

で、より効率的・効果的なサービス提供が可能なも

の 

 

◆ 行政が直接実施すべき事務について、さらに最適な担い手を検討し

ます。 

①正職員 

②嘱託員（専門的な知識・資格等を要する事務） 

③臨時的任用職員（緊急的・臨時的な事務） 

④人材派遣（他の方法によるに担い手の確保が困難な事務） 

 

◆ 行政が間接実施すべき事務についても、民間事業者への業務委託に

限定せず、NPO 法人をはじめとした各種地域団体やボランティアなど

との協働による実施も含め、最適な担い手を検討します。 

 

（２）公共施設等の管理手法の見直し 

◆ 公共施設の設置目的、業務内容、運営実態等を踏まえて、市の直営

も含め、最適な担い手を検討します。民間のノウハウの活用により、

市民サービスの向上や、管理経費の縮減などが期待できる場合は指定

管理者制度の導入を検討しますが、指定管理者となる団体が施設の設

置目的に沿った施設管理を行う能力等を有しているか、十分に検討の

上導入を進めます。 

 

◆ 市の直営、指定管理者による施設管理のいずれの場合も、現在の業

務内容、サービス水準、管理経費等が妥当であるか、検証を行います。 
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【重点３】 協働型行政のさらなる推進          

（１）地域分権の推進 

◆ 地域により特性や課題が異なり、全市域一律のまちづくりでは対応

が困難となっている状況下で、地域の実情に応じてきめ細かな施策を

展開するため、地域の声や、統計資料の地域別分析等の客観的な資料

により地域の現状把握に努め、地域と市が一体となってまちづくりを

推進します。 

 

◆ 第５次総合計画地域別計画を推進するにあたり、地域住民や各種団

体、行政など多様な担い手が連携しながら、地域が主体的に地域課題

の解決に向けて取り組めるよう、財政支援や人的支援をはじめ、地域

のさまざまな活動への支援のあり方について見直しを行います。 

 

（２）地方創生の推進 

◆ 市の長期的な人口ビジョンを踏まえ、将来にわたって活力ある地域

を維持するため、安定した雇用の創出や交流促進、若い世代の結婚、

子育て、定住・転入促進を一体的に推進するため策定した「河内長野

市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を、各方面からの参画を得なが

ら、ＰＤＣＡサイクルに基づく各施策の効果検証・見直しを行いなが

ら、着実に推進します。 

 

（３）市民参画の推進 

◆ 市民公益活動の活性化支援や協働によるまちづくりを一層推進する

とともに、行政の意思決定過程への市民の参画も並行して進めること

で、適切な役割分担のもと、市民主体による地域づくりを推進します。 

 

◆ さまざまな機会を通じた多様な広聴により地域の声を聴き、庁内で

共有することで、ニーズを的確に施策に反映します。 

 

◆ 市民等と行政との相互理解を深め、協働のまちづくりや市の施策に

対するチェック・評価につなげていくために、行政運営に関する情報

の分かりやすい発信に努めます。 
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【改革の視点２】 効率的な行政運営 

 

第５次総合計画がめざす将来都市像を効率的・効果的に実現していくため

には、地域の実情や各施策の達成状況等を踏まえながら、トップマネジメン

トにより迅速かつ重点的に取り組むべき施策と、それに対する市としての方

針を明確に示していく必要があります。 

また、施策及び事業の成果等を評価する行政評価を軸とした、ＰＤＣＡサ

イクルの循環により、限られた行政資源を適切に配分するとともに、最適な

体系へと施策及び事業を組み換えていくことも、効率的な行政運営を行う上

で欠かすことができません。 

さらに、実施体制の面でも、総合計画に掲げる施策を円滑に推進すること

のできる組織機構の整備や業務内容に応じた適正な職員配置に努めるととも

に、庁内の連携強化や各課がもつ資源の共有・活用、人材育成など、組織と

して総合力を発揮することで、効率的な行政運営の実現を図ります。 

 

【重点１】 トップマネジメントによる選択と集中                         

（１）トップマネジメントによる市政運営方針の明確化 

◆ 総合計画を基本としながら、行政評価をツールとした各施策及び事

業の進捗管理や資源の配分等も踏まえ、さまざまな環境の変化に迅速

かつ柔軟に対応する、本市の強みを活かした特色あるまちづくりをト

ップマネジメント主導の下で推進します（行政経営の大きなＰＤＣＡ

サイクルの確立）。 

 

◆ 個々の事業を成果重視で評価し改善する「事務事業評価」に加え、

トップマネジメントによる「選択と集中」の判断材料となるべき「施

策評価」の仕組みを構築するなど、より活用できる行政評価へと見直

し・充実を行います。 

 

◆ 重点分野及び新たな事業の実施に要する財源、既存事業への資源の

配分、公共施設の計画的な維持管理・更新等に充当すべき財源など、

次年度に向けた総合的な市政運営に関する方針（市政運営基本方針案）

を、トップマネジメントにより明確化します。 
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（２）行政評価を活用した事業の選択と集中 

◆ 施策実現のための手段としての事務事業を、成果や施策への貢献度

等により適正に評価し、最適な体系への組み換えに活用できるよう、

事務事業評価の見直し・充実を図ります（事務事業改善のための小さ

なＰＤＣＡサイクルの充実）。 

 

◆ 市政運営基本方針案及び事務事業評価の結果を踏まえ、既存事業の

再構築を進め、各部局において財源の枠内での新規事業の検討や、総

合計画実施計画の策定や予算編成を進めます。 

 

（３）行政評価を軸とした行政経営の仕組み 

◆ 行政評価（施策評価及び事務事業評価）を軸に、大・小それぞれの

ＰＤＣＡサイクルがお互いに連携し合う、持続可能な行政経営の仕組

みを構築します。 

 

① 河内長野市第５次総合計画前期基本計画では、各施策に満足度等の

指標を設けています。これらの指標及び各部局で実施する事務事業評

価における事業の成果や施策への貢献度等を総合して、各施策の達成

状況を評価します（施策評価）。 

 

② 各施策に対する施策評価結果と、今後の財政収支見通し等をもとに、

市としての重点分野や、達成度の低い施策への優先的な財源配分の是

非、公共施設等総合管理計画に基づく公共施設等の維持・更新の内容、

既存事業の見直しなど、市としての総合的な方針（市政運営基本方針

案）について検討します。 

 

③ その方針に基づき、各部局において財源の枠内でより大きな成果が

得られるよう、実施計画の策定や施策及び事業の組み換え（再構築）

を行います。 

 

④ 主要な施策や事業については、部長マニフェストや目標管理におけ

る目標に位置づけ進行管理を行うことで、計画的な実施に努めます。 
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行政評価（事務事業評価） 満足度・成果指標 

①各基本政策の評価 

②重点分野、必要財源、FM 方針等の全体方針を決定 

③実施計画作成 ・ 施策の評価と組み換え 

予算編成 

財政収支見通し 

◆ 行政評価を軸とした行政経営の流れ 

④事業の実施（部長マニフェスト・目標管理による進行管理） 
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【重点２】 組織力の向上                         

（１）庁内連携・広域連携による成果・効率の向上 

◆ 類似する分野・異なる分野間の連携、事業への複数の目的の付与、

事業の試行によるニーズ把握等により、従来とは異なる層へのアプロ

ーチを可能にするとともに、事業を効率的・効果的に実施します。 

 

◆ 事業やイベント、講座等を複数の部局による協働で実施するなど、

庁内の横軸の連携を強化し、人件費も含めたコストの削減と、相乗効

果による成果の向上をめざします。 

 

◆ 各部局の政策ツール（事業・外部とのネットワークなど）を持ち寄

り、総合的な活用を図るとともに、各課が保有する情報資源、市民意

見、職員アイデア、先進事例等の知的ストックの共有と活用を推進し、

成果の向上をめざします。 

 

◆ 国や府からの権限移譲への適正な対応や、市民サービスの向上のため、

専門性が高く、技術者などの確保が必要な事務や、スケールメリット

による効率化が期待できる事務等について、近隣市町村や関係機関と

の広域連携を推進します。 

 

（２）めざすべき職員像、職場像の実現 

◆ 河内長野市職員人材育成基本方針に基づき、より実効性の高い人材

育成を計画的に推進し、職員一人ひとりの能力、意欲、可能性を十分

に引き出し、本市の総合的な組織力の向上をめざします。 

 

◆ 職員の人材育成の方向性として定めた「めざすべき職員像」や、「め

ざすべき職場像」の実現に向けて、総合的な人事制度の運用、効果的

な職員研修の実施、能力を発揮できる職場の環境整備に努めます。 

 

◆ 男女が共に能力を発揮できる職場づくりを推進します。 
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【重点３】 実施体制の最適化                         

（１）施策推進に適した組織機構と定員管理 

◆ 第５次総合計画の分野別基本政策や地域別計画の円滑な推進を目的

として、施策体系に適合し、かつ横断的な課題や新たな課題に対して

も全庁一丸となって的確に対応することのできる組織機構へと改編を

進めます。 

 

◆ 限られた職員数で、高度化・多様化が進む市民ニーズに的確に対応

できる効率的・効果的な組織機構の構築の観点から、組織規模や職員

配置の適正化を推進し、各職階に求められるマネジメント機能やチェ

ック機能をはじめとした組織の内部管理能力の向上を図ります。 

 

◆ 予算規模に応じた施策の実施に向け、業務量のマネジメントの視点

を持ちながら、事務事業の組み換え、行政領域の見直しを行うととも

に、人的な資源も事業の実施に必要なコストとして捉え、増減する業

務量に対して適正な定員管理を行います。 

 

  

◆ 年度別計画目標 

 

 

＜年度別計画目標＞ 

 

 

◆ 類似団体比較 

 

 

＜類似団体比較＞ 

 

 

 

 

 

 

－ 14 －



 

（２）嘱託員・臨時的任用職員の適正配置 

◆ 正職員、嘱託員、臨時的任用職員がそれぞれ担うべき業務について

十分考慮し、専門性は高いが政策的判断を伴わない場合は嘱託員、特

別な知識や技能等を要しない補助的業務であれば臨時的任用職員を配

置するなど、単に正職員の置き換えではない適切な配置を行います。 

 

◆ 効率化や継続性の向上など、業務の適正執行はもちろんのこと、業

務の適切な担い手が正職員・嘱託員・臨時的任用職員のいずれである

かの判断基準とするためにも、マニュアル化や標準化等による業務内

容の整理を進めます。 

 

◆ 嘱託員・臨時的任用職員の配置を行う場合、業務毎に判断するので

はなく、他部局との連携も含め、類似業務、隣接する施設など、あわ

せて行わせることのできる業務について十分に検討し、人的資源を最

大限活用します。 

 

◆ 嘱託員・臨時的任用職員の配置後も、事業の進捗状況等を確認し、

定期的に必要性を検証します。 

 

◆ 国・府が補助金等により費用を負担する場合であっても、将来的な

制度の見直しにより、市の負担が増大する可能性があることから、嘱

託員・アルバイト職員の任用を必要とする事業の是非は、補助金の有

無よりも、当該事業を市が実施する必要性を優先して判断します。 
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【改革の視点３】 安定した財政運営 

 

第５次総合計画に掲げる各施策を着実に推進し、将来都市像を実現するた

めには、事業の実施に必要な財源を確保し、計画の実行性を担保することが

求められます。しかし、少子高齢化や人口の減少により税収の減少が進む中、

将来世代に負担を先送りすることなく、持続可能なまちづくりを進めていく

ためには、歳入の範囲内で、最適な施策を展開するという原則に改めて立ち

返る必要があります。 

そのための取組みとして、さらなる歳入・歳出の適正化に努めるとともに、

老朽化が進む公共施設・インフラ施設の計画的な維持管理や、資産の有効活

用にもあわせて取り組むことで、将来都市像の実現に向けた必要なサービス

の提供と、安定した財政運営を両立できる、バランスのとれた市政運営をめ

ざします。 

 

【重点１】 安定した財政基盤の確立                         

（１）財源の範囲内での最適な行政サービスの提供 

◆ 財政調整基金に頼らない財政運営を原則とし、各年度において歳

入・歳出の均衡を保ち、将来にわたって持続可能なまちづくりを実現

します。 

 

◆ 多様化・高度化するニーズや新たな課題、社会経済情勢の変化等に

的確に対応してくため、従前のように事業のスクラップ・アンド・ビ

ルドを個別に検討するのではなく、財源の枠内でより効率的・効果的

な体系をめざして、一体的に組み換えを進めます。 

 

◆ 短期的な視点による収支のみに捉われず、中長期的な財政収支見通

しを踏まえ、税源の涵養、ノウハウの蓄積など、短期的には計ること

のできない成果にも目を向けながら、施策の組み換えを進めます。 

 

◆ 市の財政状況等について全ての職員が共通認識を持ち、全庁一丸と

なって安定的な財政運営の確立に向けて取り組むとともに、施策の組

み換えを進めるにあたっては、市民の皆さんに対しても、十分に説明

責任を果たします。 
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◆ 施策及び事業の組み換えの視点 

組み換えの視点 概要 

統合や連携による 

効率化・相乗効果の検証 

他の部局との連携により、より少

ない費用で同等の効果を得ることが

できないか、さらに、他部局の有す

る資源・ネットワークを活用し、一

体的に実施することによる相乗効果

が期待できないかを検証します。 

人・時間・将来負担も含めた 

費用対効果の検証 

単年度でみた直接的な事業費に加

え、従事する職員の人件費や更新費

用等の将来負担なども含めた費用対

効果を検証します。 

担い手・サービス提供方法 

の最適化 

 改革の視点１、重点項目２の方針

に基づき、担い手やサービス提供方

法の最適化を進めます。 

対象者に対して妥当な 

手法であるか 

特定の者を繰り返し対象としてい

ないか、２次的な広がりはあるか、

全対象者に占める割合など、事業の

実施により効果を及ぼすことのでき

る範囲について検証します。 

持続可能なまちづくりに 

つながる手法であるか 

一過性の事業で終わるのではな

く、地域のつながりや社会資本形成

など、長期的・持続的な効果が期待

される手法であるかを検証します。 

 

（２）将来を見据えた計画的な基金の活用 

◆ 現時点で予測が困難なさまざまな財政リスクへ対応できるよう、一

定水準の財政調整基金の確保に努め、長期的な視点での収支の均衡を

保ちます。 

 

◆ 今後さらに進行する少子高齢化や、多額の費用が見込まれる公共施

設・インフラ施設の更新等、さまざまなニーズに対応しながらも、河

内長野市公共施設維持改修基金をはじめとした基金への計画的な積立

を行います。また、設置目的達成のため、利用しやすい基金制度への

見直しを進め、目的に適う事業の実施にあたっては基金の積極的な活

用を図ります。 
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【重点２】 歳入・歳出の適正化                         

（１）歳入の適正化 

◆ 市税などの徴収率の向上はもとより、市が保有する債権の回収強化

に努めます。 

 

◆ 公平性を確保する観点から、サービスを享受する市民への受益者負

担の適正化に努めます。 

 

◆ 国等からの補助金に関する情報収集や分析を行い、活用が可能な補

助金の積極的な獲得に努めるとともに、企業誘致や既存事業への支援、

定住促進による税源の涵養に努めます。その際、将来的な負担や、投

資に対する効果等についても十分に検証の上で取り組むこととします。 

 

（２）委託料・補助金・給与等の適正化 

◆ 委託業務について、委託内容や事業者の選定手続きは適正であるか

など、委託料の適正化に努めます。特に、同一の事業内容で継続的に

委託を行っている事業は重点的に検証します。 

 

◆ 社会経済情勢等の変化により存続の意義や補助による効果が認めら

れない補助金について、廃止・縮減を行います。また、補助対象の団

体等に対しては経営努力を促すとともに、法律等による公的な支援が

必要なものを除き、団体の自主自立を促すよう、経常的な補助金につ

いて見直しを行います。 

 

◆ 国や他の地方公共団体などの状況を考慮しながら、特別職も含め給

与を適正な水準に保つとともに、効率的な組織機構の構築、担い手の

適正化、事業の組み換え等による業務量の変動への対応などにより、

人件費総額の適正化に努めます。 

 

（３）公債費の適正化 

◆ 少子高齢化の進展、支え手である労働人口の減少を踏まえ、将来世

代の負担軽減と、将来的なリスクコントロールの観点から、借り換え

も含む地方債の発行を極力抑制することによる公債費の圧縮に努めま

す。  
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【重点３】 資産の適正管理と活用                         

（１）資産の総量の適正化 

◆ 将来の人口構成の変化や市民の新たなニーズに対応するため、公共

施設等の適正な配置、統廃合や複合化をはじめ、市が保有する資産の

総量や規模の適正化を進めます。 

 

（２）公共施設等の計画的な維持管理・更新 

◆ 道路、上下水道、公園などのインフラ施設は、住民生活に直結する

施設であり、効率的、効果的かつ計画的に維持保全及び改修を行うこ

とで、長寿命化を図ります。 

 

◆ 公共施設は、完成と同時に劣化が始まり、維持保全には多くの費用

を必要とする上、その必要額は年度により大きく変動します。利用者

が安心して利用できる施設として維持するため、改修や更新等の必要

性を見極めながら必要に応じて基金を活用することで、費用を平準化

しつつ適正な維持管理を行います。また、中長期的な視点から更新、

再配置を進め、今後必要となる新たな役割に応じて最適化を図ること

で、将来世代への負担を軽減します。 

 

（３）資産の有効活用 

◆ 今後も高いニーズが見込まれる施設など、引き続き市が保有し市民

の利用に供する施設は最大限に活用し、施設の設置目的達成に向けて

効率的・効果的な市民サービスの提供に努めます。 

 

◆ 公共施設等を活用した有料広告事業や、活用予定のない遊休資産の

貸付・売却など、市が保有する資産の有効活用を推進します。 
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４．計画の進行管理 

（１）実施計画・実績報告 

第５次河内長野市行財政改革大綱に基づく取組みを計画的かつ着実に推

進していくため、計画期間中の各年度における主要な取組みについて、具

体的な内容やスケジュールをまとめた実施計画を策定します。 

また、各年度終了後には、実施計画に基づく取組み実績をまとめた実績

報告を作成し、各取組み項目の成果や進捗状況等を以後の取組みに反映す

るなど、ＰＤＣＡのマネジメントサイクルによる進行管理を実施します。 

また、実施計画・実績報告は、市ホームページなどで公表し、広く市民

の理解を求めます。 

 

（２）各部局の事業への反映 

実施計画に掲載する取組みのほかにも、各部局が事業を実施する上で大

綱に基づいて検討すべき事項がある場合は、施策及び事業の組み換えを進

める中で一体的に議論し、予算編成等へ確実に反映していくこととします。 

 

 

５．（参考）これまでの行財政改革の取組み 

（１）第１次行政改革大綱（平成１０年度～） 

市では、多様化する市民ニーズや地方分権、ＩＣＴ化などの環境の変化

に対応するとともに、自らの変革により行政運営を行う総合的な行財政シ

ステムの構築を進めるために、平成１０年度に第１次行政改革大綱を策定

しました。第１次行政改革大綱では、「市民との協働」、「環境変化への対応」、

「効率的・効果的な行財政運営」、「推進体制の確立」の４つの視点から改

革に取組みました。 

 

（２）第２次行政改革大綱（平成１５年度～） 

平成１５年度策定の第２次行政改革大綱では、第１次行政改革大綱の趣

旨及び４つの視点を踏襲しながら、新たに行政評価を用いた事務の見直し

や市民への情報提供、加えて組織の簡素化に取組みながら、平成１９年度

を目標に市民の満足度の向上と、様々な主体が地域を支え合う市政の構築

に取組みました。 
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（３）第３次行財政改革大綱（平成２０年度～） 

平成１９年度策定の第３次行財政改革大綱では、さらに厳しさを増す財

政状況の中、本市のまちづくりの指針である第４次総合計画を推進するた

め、「行政主導型」から「協働型行政」への転換、「選択と集中」による行

政サービスの量的拡大から質的充実を図る行政運営への転換、徹底した財

政の健全化の３つの基本方針に基づき、市民と行政が共に考え、それぞれ

の責任と役割を果たしていく新たな自治の仕組みづくりと財源確保に取組

みました。 

 

（４）第４次行財政改革大綱（平成２５年度～） 

平成２４年度策定の第４次行財政改革大綱では、第３次行財政改革大綱

の考え方を踏襲し、「協働型行政の推進」、「『選択と集中』による行政運営

の推進」、「安定した財政基盤の確立」の３つを基本方針に基づき行財政改

革に取組みました。特に、３つ目の「安定した財政基盤の確立」では、本

市の財政体質を改善するための目標として、①経常収支比率の改善を主眼

とした財政構造の弾力化、②市債残高の抑制、③基金に依存しない財政体

質の継続を目標に掲げ、他の２つの方針とともに、これまでの課題及び新

たな課題を検証しながら、体質改善型の不断の取組みを推進しました。 

第４次行財政改革大綱は平成２５年度から平成２９年度までの５年間を

計画期間としていますが、この度、河内長野市第５次総合計画の策定にあ

わせて、総合計画を着実に推進する観点から、第４次行財政改革大綱の内

容について再度検証を行い、新たな第５次行財政改革大綱を策定しました。 
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